


























































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































働問題研究』の発行事業にiil1llmJ□ ７７８５３ １１ １ ４９１ 1２ ３４ １ ２７ １ ６０ １ 1５ １２ 
(『労働問題研究』記事索引,Ｎ●､26,Ｎ037,Ｎo47,により作端的に現れることになる。
成｡） 月刊であった『労働問題
研究』は，1950年９月以降，隔月刊となり，1951年３．４月合併号（第49号）ま
でで発行が停止した。「労働年鑑』も1951年版の刊行で終わっている15)。占領体制
下の労働問題研究誌は，「朝鮮戦争」「総評結成」「レッド・パージ」について分析
し論評することなく終わったのであった。
７「労働問題研究」誌の論調
占領体制下の労働雑誌として『労働問題研究』が刊行された1946年１０月から翌
1947年にかけての状況は，まさに『２．１スト前後』（斎藤一郎）の状況であった。
この期間の『労働問題研究』の論調は，占領体制下における労働運動最高揚の瞬間
に同誌が日本の労働運動の情報センターとしてどのように機能していたかを示すも
のとなっている。
（１）憲法概念としての「労働権」の確認
『労働問題研究』の創刊号が発行されたのは，帝国議会における日本国憲法の審
議が終わった直後の1946年１０月であったが，創刊号の巻頭言と巻頭論文で論じら
れたのは，新憲法第２５条の生存権と第２７条の労働権であった（N0,1,1946-10.)。
新憲法の公布より早く，新憲法が市民法原理にとどまるものでなく，ワイマール憲
法を摂取し，社会法原理を導入する構造となっているとする議論を展開するのが
『労働問題研究』であった。
中央労働学園名による巻頭言「創刊に際して」は，「新憲法の規定する『健康で
２２ 
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文化的な最低限度の生活』を営ましむるためには，何よりも労働組合の健全にして
旺盛なる発展が条件である」と，新憲法体制の基底として労働運動を位置付けた。
巻頭論文となった森戸辰男（救国民主連盟）の「新憲法における労働権について」
は，社会思想史の上での労働権を，フーリエやアントン・メンガーの提唱と学説，
1848年の２月革命における労働権宣言やワイマール・ドイツにおける社会法的労
働権規定，ナチズムあるいはスターリニズムにおける全体主義的労働権の主張など
をふまえて論じるものとなっていた。森戸によれば，労働権は「労働の自由」とし
て理解されるものでもなければ，「生産管理の法的根拠」として理解されるもので
もなかった。それは，自然法的原理にもとづく社会法的規定であり，社会政策的運
用の対象となる規定であった。
森戸に続けて，吾妻光俊（東京産業大学）は，「憲法と労働権］（NC,7,1947-4.）で，
労働権を，団結権，団体交渉権，争議権などと同様に権利規定として確定すること
はできないとした。吾妻によれば，労働権は「所有権の社会化を意味する宣言規定」
であるのであり，労働問題を解決する「指導原理」であるのであった。
こうして，新憲法体制に組み込まれて登場した労働権の観念は，市民法的原理と
社会法的規定との整序関係を問う規準原理となり，『労働問題研究』誌において繰
り返し論議されるテーマとなったのであった。
なお，終戦直後であったにもかかわらず，はやくも，国際労働機関への日本労働
運動の参加の可能性が検討されていた。鮎沢巌（中央労働学園理事・中央労働員会事
務局長）は，国際連盟の国際連合への切り換えに直結することなく第一次大戦直後
からの存続を続けているILOが，依然として政府，経営，労働の三者代表会議の
場を構成していて国際労働問題の協議を続けている現状を報告している（NC,1,
1946-10.)。鮎澤は，かつて日本がILOで常任理事国という「名誉ある地位」を占
めていたことを想記すべきであるとし，日本の労働運動の国際労働機関復帰の条件
を論じた。
（２）日本的労働運動の特殊`性の確認
この時期に中央労働学園出版部が積極的に取り組んだテーマは，アメリカの労働
組合運動の紹介であった。読者の関心が高く，多くの刊行書が，出版と同時に重刷
という状態であった。
そうであったにも関わらず，『労働問題研究』誌の編集方針がアメリカのＡＦＬ
やＣＩＯをモデルとする労働組合運動奨励の姿勢に偏ることはなかった。『労働問題
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研究』編集部の要望で大橋静市（社会主義政治経済研究所）は「米英労働運動と日本
労働運動の特殊性」を論じ，次のような見解を表明している（No.8,1947-5.)。
大橋によれば，経済主義的なアメリカの労働組合運動の基盤となっているのは
｢ニューディール型資本主義」であった。議会主義的なイギリスの労働組合運動の
基盤となっているのは「ギルド社会主義」や「憲法政治に対する信頼」という伝統
であった。それに対し，日本の労働組合運動の基盤となっているのは「支配階級の
権力依存主義と労働階級側の憎悪と怨念」である。日本の労働組合運動がマルクス
主義の影響を強く受けるのは「宿命」であった。
日本労働運動の「宿命」的な型については，大橋論文のあと，たとえば，「出稼
ぎ型」賃労働であるとか，「闘争第一主義」であるとかという本格的な分析が展開
されることになる。
（３）労働組合運動と「社会化」の進展
『労働問題研究」創刊号の「巻頭言」は，「無血革命は進展して居り」とする状況
認識を示していた。しかし，『労働問題研究』誌の編集姿勢は，労働運動激化の潮
流に棹をさすものとはならなかった。「無血革命」が進展する状況のさ中にあって，
むしろ，そのような状況にあるからこそ，運動論への埋没を避け，運動展開の客観
分析と理論的把握に努める醒めた目が必要であるとする姿勢が『労働問題研究』に
よって示された。
戦後直後期の労働運動の高揚が頂点に達した瞬間に，『労働問題研究」は連続し
て二つの特集を行った。「労働組合と政治運動」（No.4,1947-1）と「ゼネスト批判」
(No.5,1947-2）がそれである。運動が，「１０月闘争」を経て「２．１スト」に向かう
直前の緊急特集であった。鮎澤巌，松本慎一，北岡寿逸，中山伊知郎，中原淳吉，
山花秀雄などと多様な立場の９名が見解を明らかにしている。
労働組合活動が政治課題に直面している事態を認めない者はいなかった。その上
で，労働組合の政治的活動を無条件に否定する立場に立つ者と，無条件に肯定する
立場に立つ者がそれぞれ１名，両極端を構成していた。多くの者が，労働組合の政
治活動は避けられないとしても，それは，総罷業で内閣を打倒することではないと
論じていた。ほとんどの者が，労働組合が直面しているのは経済復興課題に積極的
な役割を果たすことであるとしていた。
高揚する戦後直後の労働組合運動の渦中にあって，中央労働学園を代表する二人
の常務理事である藤林敬三と大河内一男は，日本の労働組合の会社組合的な組織実
２４ 
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態と街頭闘争化している運動実態について，かなり厳しい批判的見解を示していた。
藤林は「労働者教育に就いて」（No.4,1947-1.）と題する－論で，組合の幹部で
すら，労働組合法や労働関係調整法がなにを規定しているか，労働協約がなんであ
るかを知らない者が多いことを指摘する。藤林によれば，労働組合の教育活動と実
際の活動は一服の「知的清涼剤」になっていて，会社組合的実態への依存が放置さ
れ，「資本主義的合理性」を欠いているのであった16)。
大河内は「労働組合と社会化」（No.4,1947-L）なる－論で，一般的に言えば労働
組合運動は社会主義運動ではないと言い切る。「闘争第一主義」は誤りで，生産の
復興が労働条件の改善になることを知るべきであるのであり，「社会化された産業
と民主化された経営の創出」が「労働組合に与へられた至上の社会的課題」である
とする。労働組合は，「言葉の広い意味での政治的任務一｢社会化』のための活動
体」であることを目的とすべきであるとするのであり，具体的には，経済復興会議
の推進が，労働組合に課せられた「最大の歴史的任務」であり「政治的行動の表現」
であるとされた。
たしかに，戦後改革の進展は，「無血革命」ととらえることができる状況であっ
た。その革命的状況をロシア革命モデルで理解するのではなく，むしろ，ワイマー
ル共和国成立過程をモデルとして想定するかのような大河内の「社会化」論であっ
た'7)。
８「労働問題」から「社会・労働問題」へ
協調会の伝統は，中央労働学園において社会調査に基づく労働問題の調査研究と
して受け継がれ，それは，付属研究所設置の試みとなっていた。1948年７月，大
河内一男は「中央労働学園専門学校労働問題調査所」の所長兼事務取扱を嘱託され
ている。『労働問題研究』の1950年５月号と，1950年９．１０月号においては「中
央労働学園大学労働問題研究所」の「報告特集」がなされた。中央労働学園におけ
る調査研究の集大成となった『社会・労働問題辞典』は，「中央労働学園大学社会
労働問題調査所」の編纂によるものであったとされている。
ところで，中央労働学園における労働問題の調査研究は，付属研究所における栢
野晴夫の作業や龍山京による共同研究プロジェクトの作業としてだけでなく，中央
労働学園総体が労働問題研究の全国センターとしての機能を発揮することによって
担われ推進されていた。先にも見たとおり，『労働問題研究』は，全国の労働問題
研究者と運動関係者に発言の機会を提供するメディアとして機能していた。さらに，
2５ 
｢社会労働問題調査所」による『社会・労働問題辞典」は，全国約50名の研究者に，
それぞれの分野の研究成果と最新の問題意識を発表する機会を提供する場となって
いた。そして，そのような開かれた労働問題へのアプローチにおいて，労働問題を
社会問題の拡がりにおいて理論化する方向の模索が開始されていた。
（１）社会政策学会と社会学会の報告
『労働問題研究』誌上で，社会政策学会と社会学会の研究大会の様子が詳しく報
告されているのは，同誌の「準学術雑誌」としての役割自覚からもたらされるもの
であるとともに，労働問題をインターディシプリナリーな問題領域と認識している
ことの表明となっていた。
天沢不二郎による「社会政策学会の『再建｣」（No.45,1950-8.）と，「Ｃ生」によ
る「社会政策学会の動向」（N049,1951-3/4.）の二点によって，『労働問題研究』誌
上で大河内一男とか氏原正次郎を軸に展開されていた社会政策論が，そのまま，
｢再建」された社会政策学会の主要な論議となっていることが明らかにされている。
桜井圧太郎「一九五○年の日本社会学会を顧みる」（N048.1951-1/2）は，労働
社会学，産業社会学関係の研究に焦点を据えた報告となっていた。「社会学と社会
政策」のテーマで，中央労働学園大学の天沢不二郎が東京大学の福武直と「活発な
論争」を展開したと報告されている。日本教育社会学会の報告も合わせてなされ，
桜井自身が，中央労働学園大学を名乗って社会教育について研究発表を行ったと報
告されている。
（２）社会政策論と産業社会学の論点
自ら「労働問題に関する最高水準の研究発表誌」であると認める『労働問題研究』
であった。同誌は，そのように自負するに相応しい内容の問題提起を大河内一男と
尾高邦雄の二人になさせた。
いわゆる「社会政策の本質」論争に，『労働問題研究』は積極的に場を提供した。
大河内一男，岸本英太郎，服部英太郎，近藤文二，などが交互に登場して論争を展
開した。
そもそも，協調会から中央労働学園への転換が社会政策論から労働問題論への転
換を検討する実務の過程となっていたのである。協調会の理事であり中央労働学園
の常務理事であった大河内は，「社会政策の本質」論争を受けて立つ以前に社会政
策論の転換過程の実務の担い手となっていた。その大河内が，「社会政策の本質」
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論を『労働問題研究」の場において積極的に繰り広げたについては，特別な意味が
あったと見ることができる。
大河内は，「労働問題研究」に発表した「社会政策の本質に関する若干の考察(1)」
(No.33,1949-7）で，「総体としての資本」について「これ自体は一つの抽象にすぎ
ない」としつつも，具体的には，国家が「総体としての資本の意思の合理的な執行
人」であることを認めている。東京帝国大学の教授であった大河内が，協調会の理
事職であるとか，中央労働学園の常務理事職であるとかにあえて就任した理由は，
準国家機関である協調会や，公共性を含む社会的な機関である中央労働学園に「総
体としての資本の意思の合理的な執行人」としての性格を認めたからであったこと
を大河内のこの場での発言が意味しているようである。
労働問題に関する「最高水準の研究」の場を自負する『労働問題研究』は，最新
の学会動向である産業社会学を積極的に紹介する場ともなっていた。
尾高邦雄（東京大学助教授）は，「産業社会学をめぐる最近の論争(上)(中)(下)」
(No.45,19508～No.47,195011/12）で，アメリカの学会動向を紹介し，産業社会学
はインダストリアル・リレーションズと見て間違いではないとした。さらに，産業
社会学の視点からすると，東京大学社会学研究所における労働調査には「大量観察」
への依拠という方法論上の問題があると指摘した。
労働問題に接近する最近の学問動向としてインダストリアル・リレーションズの
分析成果とアメリカにおける論争を紹介するにあたって，尾高が日本における若手
の論者として名を挙げたのは高橋徹であった。『労働問題研究』の誌上で，尾高を
補佐する分析を発表していたのは東京大学特別研究生であった松島静雄であり，中
央労働学園大学社会学部助教授としての角田豊であった。
ちなみに，中央労働学園大学社会学部を吸収合併した法政大学の総長は大内兵衞
であったが，大内は，法政大学社会学部にインダストリアル・リレーションズの専
攻学部としてのあり方を期待していたことを後日，明らかにしている'8)。
（３）『社会・労働問題辞典』の編纂
労働問題に社会問題の拡がりを与えた上で，社会科学の理論枠組みに収めようと
した研究センターが中央労働学園であった。そのような中央労働学園における労働
問題の理解を集約した－冊が，末弘厳太郎・藤林敬三・大河内一男監修，中央労働
学園大学社会労働問題調査所編集「社会・労働問題辞典」（実業之日本社，1949年１２
月）であった。栢野晴夫は，「学徒の団体」としての中央労働学園の知的営為の凝
２７ 
集点が『社会・労働問題辞典』であったとしている'9)。
協調会の解散と中央労働学園の発足に当たって抱かれた「無血革命」の状況認識
であったが，そのような「転換の意識と革新意欲」には，時代の「能動的の面の過
大評価」があったこと率直に認めるところに『社会・労働問題辞典』の特徴があっ
た。同辞典は，その「序」で「敗戦直後一両年における現世代の社会的な意識と意
欲は，かなり急カーブで上昇したかの観を呈したが，しかしそれが……謂わば行き
すぎの－断面を表現するものに他ならなかったことは，その後最近に至る資本の反
撃過程のうちに，無惨にも標示されたところであった」としている。
労働問題を「社会・労働問題」ととらえなおす理解については，この辞典の構成
が明快に説明している。第一に社会科学の理論枠を設定し，第二に「現代の社会問
題」をとらえ，第三に「現代の労働問題」をとらえる理論構造が「社会・労働問題」
の把握なのであった。
それは「辞典」というより６３項目４６５ページの「事典」であった。「社会民主主
義と労働組合主義」（堀兵四郎)，「社会学」（桜井圧太朗)，「労働科学」（龍山京)，「産
業の『社会化』及び『国有化』」（角田蝋)，「社会保険及び社会保障」（松本浩太郎)，
｢社会事業」（三隅達郎)，「人口問題」（館稔)，「労働・労働力・労働生産性」（藤林敬
三)，「失業及び失業政策」（氏原正次郎)，「労働権」（松浪港三郎)，「労働者の経営参
加（経営協議会)」（森五郎）などが，労働問題を「社会・労働問題」ととらえる理
解を支える意欲的な記述になっていた。
この辞典を代表する総論的な論述になっているのは，第一項目である「社会科学」
(大河内一男）であった。
労働問題が解明されるのは社会科学においてであるが，社会科学はマルクス主義
に短絡されることがあってはならないと大河内は言う。社会政策論における１９世
紀的Ｇシュモラー的段階から２０世紀的Ｍ､ヴェーパー的段階への転換を見る大河
内は，価値判断排除の要請に応えてはじめて「社会政策的認識の客観性」が確立さ
れるとするのであった。大河内においては，ヴェーバー的社会科学に包摂される労
働問題として「社会・労働問題」があるのであった。大河内が『独逸社会政策思想
史」を発表したのは1936年であった。その大河内の独逸社会政策学会史について
の理解が，1949年のこの辞典において開花していた。
『労働問題研究』で社会学会の報告をしている桜井荘太朗は，『社会・労働問題辞
典』の社会学の項目で，コントからデュルケィムにいたる流れを包括的に把握した
社会学史の認識を示し，現代社会学の方向は，個別社会学に埋没せず綜合社会学に
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拡散しない現代社会分析の地点にあるとしている。この桜井の－論が，中央労働学
園大学社会学部における社会学の位置付けと方向付けを示すものとなっていた。
結びとして
中央労働学園大学が社会労働問題調査所の編輯によるとして『社会・労働問題辞
典』を実業之曰本社から発行したのは1949年１２月であったが，同じ年の少し早い
時点である1949年５月に，日本経済機構研究所編として『政治経済大辞典』が岩
崎書店から発行されている。『政治経済大辞典』も７８項目５６０ページの大きな「事
典」であった。『社会・労働問題辞典』と『政治経済大辞典』の構成を比較すると，
｢学徒の団体」としての中央労働学園の到達点が具体的に浮かび上がってくる。
『政治経済大辞典』は，「経済機構派」と呼ばれた日本のマルクス主義者の－グルー
プを中心に編成された辞典であった。この『政治経済大辞典』は，「序」で，「日本
の社会科学の到達しえている最高の成果」を展開しようとする試みであると，辞典
の目的を明らかにしている。また，この辞典の言う社会科学は「現実に無縁なアカ
デミズム」や「象牙の塔内の知識」を意味するものではなく，「革命的社会科学」
であり，「進歩的社会科学」であり，「民主革命遂行の理論的武器としての社会科学」
であるとしている。そこに，社会政策も労働運動も包み込まれているのであった。
『政治経済大辞典』の言う「社会科学」がいわゆる「マルクス主義」を意味する
ものであることは，この辞典の構成が，第一部：経済原理，第二部：社会・政治・
イデオロギー，第三部：社会運動，第四部：世界政治・経済，第五部：日本資本主
義，と史的唯物論の図式通りとなっていることから明らかである。それにもかかわ
らず，「マルクス主義」の辞典であると言わず，社会科学の辞典であると自任して
いるところにこの辞典の特徴があった。「マルクス・レーニン主義＝進歩的社会科
学」であるとするのが『政治経済大辞典』の特徴になっているのであった。
中央労働学園が「社会・労働問題辞典』で示した「学徒の団体」としての到達点
は，社会問題や労働問題をいわゆる「マルクス主義」の呪縛から解き放つ地点であ
った。「マルクス・レーニン主義」に収赦されるのではなく，逆に，一学説として
の「マルクス主義」をも包摂する場となる現代の社会科学が『社会・労働問題辞典』
によって示された。そのような論理を明示したのが，中央労働学園の常務理事であ
り，『労働問題研究』の主要論客の一人であり，『社会・労働問題辞典』の第一項目
｢社会科学」の担当者となっていた大河内一男であった。
上で見たように，大河内は，協調会が追究した社会政策や中央労働学園が追究し
２９ 
た労働問題が持つ問題領域としての拡がりを，社会科学的認識の枠内に整序するに
あたって，Ｍ・ヴェーパーの方法論を基底に設定することを求めた｡そうすること
によって「社会政策的認識の客観性」の確立が可能であるとするのが大河内であっ
た。
大河内は，１８世紀以来の自然法的「市民的科学」との「対決」の中に社会科学
の成立を見ていた。大河内は，社会科学の「背景」に産業革命以降の社会問題や労
働問題の拡がりがあることを認めていたが，しかし，社会科学を「社会問題の学」
と名付けたり，社会科学を「マルクス主義」と「同視」したりする理解を斥けた。
経験科学としての社会科学的認識の成立のためには，Ｍ・ヴェーバーが「社会政策
的認識の客観性」確立の条件とした価値判断排除の要請への対応を通過していなけ
ればならないとするのが大河内の社会科学論であった。
ちなみに，『労働問題研究』の場で，社会学の分野からする発言者として「社会・
労働問題」分析における産業社会学の有効性を提起した尾高邦雄もまた，大河内と
同じくＭ､ヴェーバーの社会科学方法論の通過を社会科学成立の前提とする一人の
ヴェーバリアンであった。
尾高は，『職業としての学問』（岩波文庫）の翻訳者であった。その尾高は，かつ
て，東大新人会の一員であった日にレーニン主義に傾倒した経験を持っていた。尾
高は，Ｍ・ヴェーバーの方法論と悪戦苦闘することによって，「魔法の園」から脱出
している（拙稿「東京社会学研究所の社会実験｣，前掲『戦間期日本の社会研究センター』
所収を参照)。ヴェーバー的方法論を突き抜けた地点における尾高の職業社会学であ
り，その地点における労働問題研究センターに対する産業社会学の提示であった。
尾高の例に示されているように，Ｍ､ヴェーバーの方法論との「格闘」によって
一定の答えを得るという作業は，社会科学的認識を成立させる前提課題となってい
るのであり，それは，いわば，社会科学の常識となっているのであった。大河内に
よってなされた「社会・労働問題」分析の方法論としての価値判断排除論の持ち込
みは，特異な方法論の要請ではなく，社会科学的常識の確認作業にほかならなかっ
た。
「マルクス・レーニン主義」を「進歩的社会科学」とする偏見が「労働問題の調
査研究」の領域に浸潤していた。「学徒の団体」としての中央労働学園にとっては，
学問的偏見の排除が大きな課題となった。社会科学の名による特定のイデオロギー
の持込みに対しては，社会科学の常識の確認が対置されることになった。中央労働
学園において取り組まれた学問の常識確認という知的営為のモニュメントとなって
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いるのが，『社会・労働問題辞典」であった。
法政大学社会学部の設置にあたって関係者によって承認されていたのは，「協調
会並に中央労働学園大学創設の精神を尊重して……運営に当たる」ことであった。
そして，以上に見たように，協調会から中央労働学園へと屈折しながらも脈打ちつ
つ継承されてきた社会問題の調査研究機関としての「精神」が到達した地点は，社
会問題を整序する理論枠組としての社会科学であり，社会科学の常識としてのＭ・
ヴニーバーの方法論の確認であった。この創設の「精神」の到達地点が，新設され
た法政大学の社会学部にどのような形で継承され，どのように展開されたか，その
点についての検証は法政大学社会学部史の課題となる。
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「労働組合運動の反省と展望」（No.27,1949-1)，「社会政策の本質に関する若干の考察
(1)」（No.33,1949-7)，「社会政策の本質に関する若干の考察(続稿)」（No.38,1950-1)。
大河内が「社会政策の本質」論争に応じた最初の論文が『労働問題研究』における上掲
「……若干の考察(1)」であった（大河内，同上「社会政策四十年』ｐ､246.ff)。大河内
が論争に応じた理由は「戦時社会政策」論における「時務の論理」（三木清）を再論す
るためであったと言えよう。大河内は三木清とともに昭和研究会に加わっている。
18）前掲，拙稿「社会学部」参照。先に見たように，尾高邦雄は，『労働問題研究』で産
業社会学の動向を紹介していたが，その際，「産業における人間関係」の学としてのイ
ンダストリアル・リレーションズをテーマとする研究機関が，アメリカにおいては少な
くとも20あると報告していた。ハーバードの「事業経営学院」のような古くからある著
名なものを除いても，コーネル大学のNewYorkStateSchooloflndustrialand
LaborRelations，カリフォルニア大学のInstituteofIndustrialRelations，シカゴ
大学のlndustrialRelationsCenter，イリノイ大学のInstituteofLaborand
lndustrialRelationsなどがあり，その多くを尾高は訪問しているのであった（No.47,
1950-11/12.)。法政大学社会学部の発足にあたって大内兵衞総長がイメージしたのはこ
れらのアメリカにおける諸大学の動向であったことであろう。大河内一男は，1950年
代の半ばに，これらアメリカの諸大学の労資関係研究所を歴訪している。ただし，大河
内は，労働経済学的労使関係論を評価しつつも社会政策論的アプローチの基本的有効性
を見失うことをしなかった（同上『社会政策四十年」ｐ,465.)。
19）栢野晴夫は大学院のゼミ生であった竹下審騏に『社会・労働問題辞典』を与え，「中
央労働学園はここまで到達していた」と語ったという。
以上
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